様式第１申請者において文書番号を有する場合は、年月日の上部にその文書番号を記載すること（文書番号を有していない場合は、「番号」を削除）。

番　　　号
年　月　日
申請者の住所は登記簿に登録されているとおりに記載して下さい。（郵便番号の記載は不要です）

一般財団法人　新エネルギー財団
会　長　　　寺坂　信昭　　殿


住　　　所　
申請者　名　　　称　
代表者等名　記載のフォーマットは削除しないでください。

役職名＋氏名


[bookmark: _Hlk63867559]令和　年度水力発電導入促進支援事業費補助金交付申請書


水力発電導入促進支援事業費補助金交付規程第５条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１．補助事業の名称
○○○発電所事業性評価調査事業
（注）申請概要表、様式第１、別紙６の補助事業の名称と同一表記としてください。

２．補助事業の目的及び内容　（注）簡潔に記載すること。
（１）事業目的
（２）事業内容

３．補助事業の実施計画
実施計画書のとおり。

４．補助金交付申請額
（１）補助事業に要する経費　　○○,○○○,○○○円
（２）補助対象経費　　　　　　○○,○○○,○○○円
（３）補助金交付申請額　　　　○○,○○○,○○○円
（注）上記各欄の金額は、別紙１の合計金額を記載すること。

５．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額（別紙１）

６．補助事業の開始及び完了予定日
（１）開始予定年月日　　　交　付　決　定　日
　（２）完了予定年月日　　　令和○○年○○月○○日
（注１）事業開始日は、交付決定日とすること。
（注２）事業完了日は、令和９年２月２６日までとすること。

（注）１．この申請書には、以下の書面を添付のこと。
　　　　（１）申請者の経理の状況及び補助事業に係る資金計画を記載した書面
　　　　（２）実施計画書その他財団が要求する書面
（３）実施体制図（別添）

２．補助金に係る仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。
　　　　　補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金交付申請額

３．用紙の大きさは、Ａ４サイズとすること。

[bookmark: _Hlk63867162]※一般財団法人新エネルギー財団の水力発電導入促進支援事業費補助金は、経済産業省が定めた水力発電導入促進支援事業費補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を水力発電の導入促進に向け、高経年化した既存設備のリプレースへの支援による発電電力量の最適化・高効率化や、中小水力発電のポテンシャル調査等への支援による事業等をしようとする方に交付するものです。

（別紙６）

事業実施体制

　１．補助事業の名称　○○○○○事業性評価調査
（注）申請概要表、様式第１、別紙２の補助事業の名称と同一表記としてください。

２．事業実施社内体制
（１）事業者（従事者名簿）
	所　　属
	役職
	氏　　名
	役割分担

	総合政策課
	課長
	○○○○
	業務管理責任者

	企画係
	主任
	○○○○
	担当者１

	政策推進係
	係長
	○○○○
	経理責任者(担当者２)


　　　※全ての従事者を記載すること。
　　　※業務管理責任者・経理責任者は役割分担欄にその旨を明記すること。
　　　※役割分担は具体的な調査・検討項目に応じて記載すること。


（２）事業者内実施体制および役割分担

申請代表者
○○市長
○○○○
政策推進係
・主任 ○○○○
（役割分担）
担当者１
・係長 ○○○○
（経理責任者）
担当者２
総合政策課
・課長 ○○○○
（業務管理責任者）
企画係


　　　　　記載例





















※申請者の組織図を基に、申請代表者、担当者の所属部署等事業の実施体制を記載すること。
※業務管理責任者と経理責任者について記載すること。
※実施計画書（別紙２）に記載している担当者１、担当者２について記載すること。





３．請負会社選定方法


契約方式：入札
事業者：未定
地形測量
【令和△年度】
予算：○○○○千円
補助事業者
事業者名
契約方式：見積合わせ
事業者：未定
地質調査
【令和〇年度】
予算：○○○○千円
【令和△年度】
予算：〇〇〇〇千円
契約方式：入札
事業者：未定
地形測量
【令和〇年度】
予算：○○○○千円
契約方式：見積合わせ
事業者：未定
基本設計
【令和△年度】
予算：○○○○千円



















（注１）契約方式は、「入札」又は「見積合わせ」等を記載すること。
なお、契約方式は競争原理に基づく公平な方式とすること。
※申請の段階で競争入札又は見積合わせを実施する必要はないため、参考見積など
　申請金額の説明が可能な資料を添付すること。
※複数年度契約の場合には、同一枠内に年度ごとにわけて記載すること。
※年度ごとに契約する場合には、別枠として年度ごとにわけて記載すること。
（注２）実施体制に未定の部分がある場合は、「未定」と記載すること。
（注３）補助事業者は事業者名を記載すること。
（注４）補助対象外の調査費用についても記載すること。

